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中小企業における管理会計の 
歴史的展開と導入の要因・効果

―必要性の議論から最適な形の探求へ―
専修大学商学部准教授

牧　野　 功　樹

本稿は中小企業における管理会計の歴史、現状、導入要因、導入後の効果を整理し、中小企業経
営の現場で役立つ示唆を提供することを目的とする。管理会計は数字や非財務情報をもとに計画を
立て、進捗を管理し、成果を評価し、経営判断を助ける仕組みである。もともとは大企業で発展し
てきたが、近年は中小企業でも必要性が高まっている。

中小企業における管理会計の導入状況に関する先行研究は、予算管理や損益測定、資金管理、原
価計算などの基本的な手法は多くの中小企業で導入されているが、活動基準原価計算やバランス
ト・スコアカード、投資効果の分析などの洗練された手法はいまだ普及していないことを報告して
いる。導入要因として、会社の規模や業種、経営環境の変化や競争の厳しさ、経営者や担当者の知
識や関心、組織の複雑さ、外部の専門家のかかわりなどが挙げられている。特に経営者の会計に対
する理解や、積極的な意思決定姿勢が重要である。

管理会計導入の効果としては、意思決定のスピードや正確さが上がること、部門間の連携がス
ムーズになること、資源の配分が効率化されることなどがある。さらに、利益や資金の効率的な活
用につながる場合も多い。ただし、自社の状況や環境に合わないやり方を取り入れると、かえって
成果が出にくくなることもある。

管理会計は中小企業にとって、経営の見える化と戦略実行力の強化に役立つ有力なツールであ
る。効果を高めるには、自社に適した無理のない仕組みづくり、経営戦略との一貫性、外部専門家
の活用がポイントであり、基礎的な手法の導入や段階的な導入でも十分に成果を期待できるだろう。

要　旨
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1　管理会計の歴史と中小企業管理会計

管理会計（Management Accounting）はマネジャー
の意思決定を支援するべく、財務情報および非
財務情報を測定・分析・報告する活動である。マ
ネジャーは管理会計情報を活用して戦略を策定・
伝達・実行する。また、管理会計情報は、製品設
計、生産、マーケティングに関する意思決定の調
整や業績評価にも利用される。これらの機能は大
企業に限らず、中小企業においても同様に重要で
ある。

本稿の目的は、中小企業の管理会計に関する先
行研究の知見を整理し、中小企業経営者が自社の
管理に活用できる知見を提示することである。本
節では、管理会計の定義と発展過程を概観する。
特に、大企業を中心に発展してきた管理会計が
2000年代以降、中小企業においても必要性が指摘
されるようになった経緯を整理する。

本稿の構成は以下のとおりである。第 2 節では、
中小企業の管理会計の導入状況および導入要因に
関する研究を整理する。第 3 節では、中小企業が
管理会計を導入することによる効果に関する研究
を検討する。最後に第 4 節では、結論として、中
小企業が管理会計を導入する意義を整理し、今後
の導入方策について若干の検討を行う。

（ 1 ） 管理会計とは

現代企業は、急速に変化する経営環境のもとで
迅速かつ合理的な意思決定を迫られている。こう
した意思決定を支える情報基盤として、管理会計
は重要な役割を果たす。管理会計は、外部報告を
主目的とする財務会計とは異なり、企業内部のマ
ネジメントを対象に、計画策定、コントロール、
業績評価、意思決定支援といった幅広い機能をも
つ会計システムである（Anthony, 1965）。

例えば、価格設定や新たな設備投資の可否判断

においては、原価構造や利益構造に関する情報が
不可欠であり、これらを的確に把握・提供するの
が管理会計の役割である。Horngren, Datar, and 
Rajan（2014）は、管理会計を「経営管理者による
意思決定に役立つ情報を提供することを目的とす
る会計活動」と定義している。従来は原価計算や
予算管理を中心に発展してきたが、近年では経営
戦略との連動や非財務情報の活用など、より広範
な視点が求められている。

管理会計の目的は大きく以下の 4 点に集約され
る（櫻井、2019）。
①�計画（Planning）：戦略目標に基づく数値目標の

策定と資源配分
②�統制（Control）：実績と計画との差異を分析し、

組織行動の修正・改善を促す
③�業績評価（Performance Evaluation）：組織単位

や個人の業績を可視化し、報酬設計に資する
④�意思決定支援（Decision Making）：新製品導入

や設備投資、価格設定等における情報提供機能
これらの目的に基づき、管理会計は「業績管理

会計（Management Control）」と「意思決定支援
会計（Accounting for Decision Making）」に分類でき
る。前者は部門別・担当者別の責任と成果を明確
化し、予算管理や業績評価を通じて組織行動を整
合的に誘導する役割を担う。後者は製品採算、投
資意思決定、原価比較といった分析的側面に焦点
を当て、合理的な選択を支援する機能である。

Anthony（1965）によるマネジメント・コント
ロール論がこの分類の起点である。Anthony（1965）
は、組織の管理活動を「戦略計画（Strategic 
Planning）」「 マ ネ ジ メ ン ト・ コ ン ト ロ ー ル

（Management Control）」「業務統制（Operational 
Control）」という 3 層に区分した。戦略計画は経
営者による中長期の方向性設定、業務統制は現場
レベルの業務遂行に関する日常的な管理であり、
その中間に位置するマネジメント・コントロール
では、戦略を部門の行動へと確実に落とし込むこ
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とが重視される。その際、数値目標の設定、業績
評価、予算制度などが重要な役割を果たし、これ
が「業績管理会計」の核心的機能となる。一方、
戦略的意思決定や新規投資にかかわる情報提供は
日常業務のコントロールとは異なる性質をもつた
め、「意思決定支援会計」として区別されることが
一般的である。

Anthony（1965）の枠組みは、管理会計を単一の
視点で捉えるのではなく、経営管理の階層的構造
に応じて管理会計の機能を分類するアプローチを
提供した。この視点は管理会計研究に大きな影響
を与えており、例えばMintzberg（1973）は経営者
の役割を「対人関係的役割」「情報的役割」「意思
決定的役割」に分類し、階層や状況によって情報
ニーズや行動が異なることを示した。これは、管
理会計が組織内の多様な役割や視点に応じて異な
る機能を果たすべきことを裏づけている。さらに、
Simons（1994）は、管理者が戦略と行動を調和さ
せるための四つのコントロール・レバー（信念シ
ステム、境界システム、診断的コントロール・シ
ステム、インタラクティブ・コントロール・シス
テム）を提示した。診断的コントロール・システ
ムは業績管理会計に対応し、目標と指標によって
業績を監視・修正する仕組みである。一方、イン
タラクティブ・コントロール・システムは変化す
る環境下での学習や戦略探索を支援し、意思決定
支援会計の役割と重なる。このように、Anthony

（1965）の階層モデルを起点にMintzberg（1973）
やSimons（1994）の理論を組み合わせることで、
管理会計が「業績管理」と「意思決定支援」とい
う相互補完的機能をもつことが、より理論的に明
確になっている。

（ 2 ） 管理会計と財務会計

そもそも会計と聞くと、多くの人が簿記に代表
される財務会計をイメージするだろう。なぜ、財
務諸表の作成と報告を主たる目的とする財務会計

だけではなく、管理会計が必要なのだろうか。そ
れは、財務会計だけでは経営上の意思決定に必要
な情報が不足するからである。なぜならば、財務
会計が提供する情報は、税務当局や株主などへの
報告を目的とした会計制度の規制を受けた、企業
単位の報告であるがゆえに、情報の粒度が「粗い」
からである。

管理会計は、簿記や原価計算システム、関連す
る非財務情報を提供する情報システムから必要な
情報を抜き出して、必要に応じて加工することで、
財務会計情報よりも分割された「細かい」粒度の
情報を提供し、意思決定に役立たせるという側面
をもつ。これらの特徴を、世界の代表的な管理会
計の教科書であるHorngren, Datar, and Rajan（2014）
では、財務会計と比較し、表－ 1 のとおりまとめ
ている。

表－ 1 は管理会計と財務会計を理解するための
学習が異なることも示唆している。財務会計が一
般に公正妥当と認められた会計原則（Generally 
Accepted Accounting Principles, GAAP）の影響
を受けるということは、まず基本原則を理解し、
簿記で学習するような仕訳や勘定科目を理解する
ことが必要であることを意味する。一方で、管理
会計は何らかの経営目標を達成するための「手段」
に過ぎないため、経営上の目的を達成するために
管理会計システムがどのように機能するか（そし
て副作用としてどのような逆機能をもたらすの
か）を理解する必要がある。つまり、中小企業経
営者が自社への管理会計の導入を検討する際に、
ある管理会計システムの計算技法を単に学ぶだけ
では不十分であり、そのシステムが組織のどのよ
うな状況で、どのような機能と逆機能を有してい
るのかを理解する必要がある。

また、管理会計が規制を受けていないというこ
とは、実務上においても重要な点である。表－ 1
の「コスト・ベネフィット分析」は、機能と逆機能
を比較しなければならないことを意味しており、
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もし、競合他社が導入している管理会計システム
がその企業でうまくいっているとしても、自社に
おいて逆機能が機能を上回る場合は、導入を見送
るべきである。例えば、競合他社が顧客別収益性
分析を行っていたとしても、①自社の顧客がごく
少数で、わざわざ計算しなくともおおよその収益
性についての理解が可能である、②ほとんどが関
連会社との取引で、顧客別収益性の結果から価格
交渉ができるわけではない、といったような状況
である場合、計算・分析に関するコストがベネ
フィットを上回ることはないため、導入は見送られ
るべきだろう。分析によって顧客選択が進むと価
格交渉が進むという機能より、計算・分析のコス
トが発生するという逆機能が上回るからである。

結局のところ、管理会計はそれ自体が目的では
なく、経営上の目的を達成するための手段に過ぎ
ない。それぞれの管理会計システムがどのような
状況で、どのような機能・逆機能が発生するのか
を理解し、自ら導入の可否を判断する必要がある。
したがって、管理会計の導入・運用に当たっては、
自社の経営課題や戦略目標と整合した設計が求め
られる。管理会計手法を万能なツールとみなすの

ではなく、それぞれの手法がもつ前提条件、導入
効果、そして限界を理解したうえで、自社の経営
資源や文化、外部環境といった複合的要因を踏ま
えた慎重な判断が不可欠である。そのような視点
こそが、管理会計を単なる情報提供システムにと
どめず、戦略的意思決定や組織の持続的成長を支
える実効的なマネジメントツールへと昇華させる
鍵となる。

（ 3 ） 中小企業に対する管理会計不要論

中小企業が日本経済および地域経済に与える
インパクトは非常に大きいものである。企業数は全
体の99.7％、従業者数は全体の約70％、付加価値
額は全体の52.8％を占めている（中小企業庁編、
2021）。すなわち、中小企業は日本の企業の圧倒的
多数を占め、従業員数においても大企業の 2 倍以
上の雇用を創出しており、社会的な役割が大きい。
さらに、大企業以上の付加価値を生んでおり、日
本経済において欠かせない役割を担う存在である。
つまり、中小企業は日本経済および地域経済発展
を支える基盤であり、中小企業経営が中小企業だ
けではなく、経済全体の問題として大きなインパ

表－ 1　管理会計と財務会計の違い

資料：Horngren, Datar, and Rajan（2014）をもとに筆者作成

管理会計 
Management Accounting

財務会計 
Financial Accounting

情報の目的 マネジャーが組織目標を達成するための意思決定を行
うことを支援するため

組織の財務状態について投資家、銀行、規制当局、そ
の他団体とコミュニケーションを行うため

主な利用者 組織のマネジャー 投資家、銀行、規制当局およびサプライヤーなどの外
部利用者

焦点と強調点 将来志向（次期の予算を当期に作成する） 過去志向（前期の実績の報告を当期に準備する）

測定と報告の
ルール

内部報告はGAAPによる規制を受けない。コスト・ベ
ネフィット分析に基づいたものとなる

財務報告はGAAPに従ったものとして作成される必要
があり、（大企業は）独立した監査人による外部監査を
受ける必要がある

報告期間と
報告の種類

財務情報と非財務情報の双方を含んでおり、報告単位
も製品別、部門別、地域別、戦略別とあり、報告期間
も 1 時間単位から15～20年単位まで多様

ほとんどの場合、企業単位の年次・四半期の財務報告

行動への影響 マネジャーおよびその他の従業員の行動に影響を及ぼ
すように設計される

経済的な事象の報告を主としているが、マネジャーの
報酬などが報告利益に基づいていることがあるため、
行動に影響を及ぼす
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クトを有している。そのため、中小企業の発展に
資する研究を行うことには意義があるといえる。

しかしながら、2000年以前の管理会計研究では
大企業の管理会計実践を対象としており、中小企
業における管理会計実践はほとんど対象とされて
こなかった（Lavia López and Hiebl, 2015; 牧野、
2020）。中小企業は公式なコントロール・システム
を必要としない存在とされ、焦点が当てられてこ
なかった。その理由として、少人数、所有と経営
が分離していない、経営者に集権化された意思決
定構造という特徴ゆえに、詳細な予算制度や原価
計算・業績測定といった公式な管理会計は費用対
効果に見合わないという見解が大半であったこと
が挙げられる。実証研究・理論研究の双方から、
組織が小さいほど非公式なコントロールが有効で、
公式なコントロールは大企業向きという見解が支
配的となり、中小企業には管理会計は必要ないと
いう通念が形成された（Bruns and Waterhouse, 
1975）。また、管理会計研究の礎となるAnthony

（1965）が管理会計フレームワークを打ち出した
際に、「小さな組織を除外する」と前提を置いたこ
とで大企業が利用するものと考えられるように
なった。

中小企業を対象とした管理会計研究に焦点を当
てる転機となるのが、Mitchell and Reid（2000）で
ある。Mitchell and Reid（2000）は、中小企業が非
公式な管理会計システムを創発的に用いること、
外部の専門家が管理会計の供給源となり得ること
を示し、大企業と異なった管理会計実務に注目し
た。2000年代半ば以降の調査では、中小企業も管
理会計を導入していることが明らかにされており、
中小企業に管理会計が不要なのではなく、目的・
資源制約に見合ったシンプルな管理会計が選好さ
れることが明らかにされてきた。特にLavia López 
and Hiebl（2015）は、中小企業を対象とした管理
会計研究のシステマティック・レビューを実施し、
資源制約、経営者の特性、成長段階といった文脈

要因が管理会計システムの設計を規定すること、
そして、中小企業は管理会計が不要なのではなく、
管理会計システムの設計が大企業と異なると結論
づけている。また、Nandan（2010）は外部の会計
専門家の役割に注目し、外部専門家の協力のもと
で計画、モニタリング、意思決定を管理会計シス
テムによって高度化できることを示した。以上の
ように、中小企業に管理会計システムは不要であ
るという議論は、中小企業に特有の管理会計シス
テムを探求する必要があるという議論に変化して
いるといえる。

日本においても同様の議論がなされている。例
えば、頼（2004、p.188）は、「管理会計は、通常、大
企業を研究対象としている。中小零細企業で利用
されている管理会計実務の研究はほとんどない。
その最大の理由は、調査する価値はないと主張す
る有力な論者がいるからであろう」と説明してい
る。飛田（2021）は、中小企業では過去情報を作
成するという財務会計目的での会計情報は作成し
ているが、企業の将来の方向性を定めるための管
理会計目的での会計情報が十分に利用されていな
いことを指摘している。成田ほか（1997）などの
実態調査では、中小企業では税務会計・記帳実務が
先行し、管理会計は二の次になっている状況
であることを明らかにしてきた。本橋（2015）や
林（2023）は、税務偏重からの転換やコンパクト
で優れた管理会計の必要性があると述べている。
つまり、中小企業に管理会計は不要なのではなく、
中小企業にフィットした管理会計に作り変える必
要があることを指摘したのである。飯塚・古井

（2022）は、中小企業の単純な原価率、簡便な予
算管理、資金繰り指標などのシンプルな実践を評
価し、可視化と対話を促す「シンプル管理会計」
こそが中小企業に合致していると説明している。
つまり、自社の目的に合致し、コストが低い管理
会計システムを再設計することこそが鍵であると
いうのが、わが国における中小企業を対象とした
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管理会計研究の現在までの議論の流れである。
このような議論を踏まえ、中小企業を対象とし

た管理会計研究の必要性を指摘する研究が増え始
めている。Welsh and White（1981）は中小企業
における管理会計の特徴として、会計技法が中小
企業のニーズに適合的に作られ、かつ簡素化され
るものである点を挙げている。中小企業は大企業
と比較して簡素な組織構造を有しており、時に経
営者が管理者、従業員と同じような役割を担うフ
ラットな組織構造をもつ。

他方、管理会計技法は組織の階層化に伴って生
じた多様な対象を管理するために会計的、計数的
な観点を用いて生み出されたものである。よって、
大企業には適合的な技法でも中小企業には向かな
い可能性があり、大企業と中小企業のそれぞれの
経営実践の中で、ある技法が特徴的に利用される
ような事例があるかもしれない（飛田、2021）。つ
まり、中小企業に特徴的な管理会計が存在し、大
企業の管理会計実践と独立して検証する必要があ
ることが示唆されている。

また、Mitchell and Reid（2000）は中小企業を対
象とした管理会計研究の社会的意義として、①管
理会計を利用するための専門的な知識を提供する

こと、②管理会計がどのような形態を採るべきか
という問題に対する方策を提示することを挙げて
いる。後者については、情報の受け手の理解力が
大きく異なるため、情報の内容や種類だけでなく
中小企業経営者が理解しやすい形での提示が重要
である。つまり、中小企業の管理会計は必要・不
要の議論から、どういった目的を果たすために、
どの粒度で設計するかというものに変化している。

（ 4 ） 中小企業を対象とした 
� 管理会計研究の発展

それでは実際に中小企業を対象とした管理会計
研究はどのように推移してきたのであろうか。飛
田（2021）が日本における中小企業を対象とした
管理会計研究の推移を整理しているため、これを
参照していく。

飛田（2021）は、日本国内における中小企業を
対象としたマネジメント・コントロール、管理会
計、原価計算に関する研究がどの程度存在するの
かを調査した。国立情報学研究所学術情報ナビ
ゲータ（CiNii）を用いて、「中小企業」と、「管理会
計」「原価計算」「原価管理」「マネジメント・コン
トロール」のワードの組み合わせで検索している。
この結果をもとに、1990年代後半から管理会計に関
する研究が増加傾向にあること、1950年代後半に
14編、1960年代後半に10編の論文があり、高度
経済成長期に中小企業の原価計算・管理会計実務
が重視されていたことを明らかにした（図－ 1 ）。

その要因として、中小企業庁が1953年に「中小
会社経営簿記要領」、1958年に『中小企業の原価
計算要領』を、日本生産性本部が1958年に『中小
企業のための原価計算』を発表し、中小企業にお
ける原価計算の実務指針が整えられたことが挙げ
られている。それ以前は青木（1959、p.81）が「中
小企業の実情は、多くのものにあつて製品原価を
明確にしておらず、勘によつて推定し、期末の損
益結果によつて価格の適否を判断するような場合

図－ 1　�中小企業の管理会計・原価計算に関する�
研究論文数の推移

資料：飛田（2021、p.30）
（注） 1  �横軸は 5 年ごとに区切りを設けており、1955は1951年から

1955年に執筆されたことを意味する。
　　  2  2020年については同年 4 月までの論文数。
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がみうけられる」と指摘したような状況であり、
中小企業において原価計算の導入は進んでいな
かったことがわかる。

1970年代は、「中小会社経営簿記要領」や『中
小企業のための原価計算』が改訂され、オイル
ショック後の厳しい経済環境の中で、中小企業の生
産性向上の鍵が原価計算システムであるとされ、
中小企業庁や日本生産性本部による原価計算実務
指針の再整備が行われ、それに伴い、研究の数も
増加傾向にあった。その後、1980年代から2000年
以前までは中小企業を対象とした管理会計研究が
あまり実践されなくなった。その後、Mitchell and 
Reid（2000）で中小企業を対象とした管理会計研
究に対する注目が集まったこともあり、2000年代
からは論文が増加傾向にある。特に2016年から
2020年 4 月までの 4 年 4 カ月で48編と急激に増
加している。このように、日本国内における中小
企業を対象とした管理会計研究は、ここ数年で急
激に進展しており、現在もその勢いのままに、盛ん
に研究が実施されている。

（ 5 ） 管理会計研究のフレームワーク

日本における管理会計研究については、大企業、
中小企業を問わず、原価計算・管理会計システム
が企業業績に影響を与えるのかという問いがほ
とんど発せられず、原価計算・管理会計システムが
どのように利用されるのかを説明することを志向
する研究が多いと指摘されている（安酸、2020）。
新井（2021）は、管理会計研究の「型」を図－ 2 の

ように整理している。そのうえで、従来の管理会
計研究ではコンティンジェンシー変数Xと管理会
計システム変数Yの因果関係については大きな研
究関心を向けてきたが、管理会計システム変数Y
と成果変数Zとの因果関係には十分な研究関心を
向けてこなかったことを指摘している。安酸（2021）
が主張するように、手段としての管理会計と企業
経営の目的である財務的成果との間に存在する因
果関係を探求し、学術的証拠を提供することが、
管理会計研究には求められている。

この議論は中小企業の管理会計にも当てはまり、
これまでは管理会計を導入する要因に関する研究

（コンティンジェンシー変数Xと管理会計システ
ム変数Yの因果関係に関する研究）を中心に実施
されてきており、管理会計を導入することによる
効果（管理会計システム変数Yと成果変数Zとの
因果関係）に関する知見の蓄積は十分ではない。
しかしながら、福嶋（2021）が指摘するように、
実務家が経営上の意思決定をする場面において重
要な意味をもつのは、経済的帰結である。そこで
本稿においては、管理会計システムの導入要因だ
けでなく導入の効果についても、従来の中小企業
を対象とした管理会計研究の知見を整理する。

2　�中小企業の管理会計導入状況と�  
� 導入要因

本節ではまず、日本の中小企業の管理会計の導
入状況を調査した先行研究を整理し、導入の程度

図－ 2　経験的管理会計研究の主要変数

出所：新井（2021、p.17）

X Y Z
コンティンジェンシー変数 管理会計システム変数 成果変数

環境の不確実性、技術の不確実性、競争
戦略、組織文化、業種、年度、企業規模、
従業員数、資産規模、情報の非対称性など

コントロールのタイプ、予算の各種特性、
利益計算の方法、配賦計算の方法、イン
センティブとの関係など

収益性（売上高、利益、ROA、業種調整
ROAなど）、部門別財務指標、品質指標、
顧客満足度指標、従業員満足度指標、離
職率など
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を明らかにする。そして、中小企業における管理
会計の導入要因について、先行研究を整理し、探
求する。

（ 1 ） 中小企業の管理会計導入状況

中小企業を対象とした管理会計実践に関する質
問票に基づく実態調査としては、山口（2019a）で
示されるように、調査対象群を自治体単位で抽出
したものが複数存在する。成田ほか（1997）や成
田・中村（1997）は福島県いわき市内、関根ほか

（2000）や豊島・大塚（2003）は岩手県石巻地域、
飛田（2011）は熊本県内、飛田（2012a）は福岡市
内、飛田（2012b）は熊本県内および福岡市内、上
東（2013）は北陸三県、山口（2019a、2019b）は
新潟県燕三条地域、東京都大田区、大阪府東大阪
地域の三つの産業集積地域、川島（2019）は北海
道苫小牧地域、宗田・櫛部・岡村（2019、2020）
は鹿児島県内、牧野（2022）は北海道釧路・根室
地域を対象としている。調査内容については、成
田ほか（1997）、成田・中村（1997）、関根ほか（2000）
は会計業務のコンピューター化、豊島・大塚（2003）

は原価計算・原価管理、飛田（2011）は経営管理・
管理会計実践、飛田（2012a）はマネジメント・
コントロール・システム（Management Control System, 
MCS）と組織成員のモチベーションとの関係、飛
田（2012b）は管理会計実務等を調査している。上
東（2013）は会計情報システム構築実態、山口

（2019a、2019b）、川島（2019）、宗田・櫛部・岡
村（2019、2020）および牧野（2022）は管理会計
手法全般を対象として、調査を実施している。同
様に中小企業における管理会計手法全般について
調査した研究に上東（2015）が存在するが、対象
は製造業に限定されている。これらの先行研究を
整理したものが表－ 2 である。

また、上述の研究においては予算管理、損益測
定、原価計算、資金管理などの基礎的な手法が中
小企業において多く利用されていることが明らか
にされており、中小企業においても何かしらの管
理会計実務が行われていることがわかる。それで
は、それぞれの調査において管理会計の導入率は
どの程度であったのだろうか。これらの先行研究
における中小企業の管理会計導入率を整理したも

表－ 2　中小企業における管理会計導入状況に関する先行研究の調査対象と調査内容

資料：宗田・櫛部・岡村（2019）をもとに一部加筆・修正

調査区分・調査内容 先行研究文献［調査対象］

自治体単位

会計業務のコンピューター化

成田ほか（1997）［いわき市内］

成田・中村（1997）［いわき市内］

関根ほか（2000）［石巻地域］

原価計算・原価管理 豊島・大塚（2003）［石巻地域］

経営管理・管理会計実践 飛田（2011）［熊本県内］

MCSと組織成員のモチベーションとの関係 飛田（2012a）［福岡市内］

管理会計実務等 飛田（2012b）［熊本県内・福岡市内］

会計情報システム構築実態 上東（2013）［北陸三県］

管理会計手法全般

山口（2019a）［燕三条地域・大田区・東大阪地域］

山口（2019b）［燕三条地域・大田区・東大阪地域］

川島（2019）［苫小牧地域］

宗田・櫛部・岡村（2019）［鹿児島県内］

宗田・櫛部・岡村（2020）［鹿児島県内］

牧野（2022）［釧路・根室地域］

特定業種 管理会計手法全般 上東（2015）［製造業］
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のが表－ 3 である1。
日本の中小企業における管理会計手法の導入状

況は調査時期や対象地域によりばらつきがあるも
のの、おおむね共通する傾向を確認できる。まず、
予算管理、損益測定、原価計算、資金管理といっ
た基礎的な管理会計手法は、多くの調査において

1	 ただし、飛田（2012b）は飛田（2011）の熊本県内の中小企業を対象とした調査と飛田（2012a）の福岡市内の中小企業を対象とした
調査の結果を分析した研究であり、導入率はこれらの研究の結果と同様であるため、表－ 3 には記載していない。

50％以上の導入率を示しており、管理会計の中核
的な機能として広く普及していることがわかる。
例えば、川島（2019）の苫小牧地域の中小企業を
対象とした調査では予算管理93％、損益測定
100％、原価計算87％、資金管理91％と極めて高
い水準であり、上東（2015）の中小製造業を対象

表－ 3　中小企業における管理会計導入の実態調査に関する先行研究

資料：筆者作成
（注） 1  �各調査の導入率の計算にあたっては未回答の企業も未導入として計算している。そのため、各研究論文で示されている導入率とは異なる場

合がある点に留意されたい。
　　  2  �表中のCFはキャッシュ・フロー（Cash Flow）、ABCは活動基準原価計算（Activity Based Costing）、CVP分析は損益分岐点（Cost Volume 

Profit）分析、BSCはバランスト・スコアカード（Balanced Score Card）、ABMは活動基準原価管理（Activity Based Management）、MPC
はミニ・プロフィットセンター（Micro-Profit Center）を指している。

先行研究 調査対象 導入状況

成田ほか（1997）
成田・中村（1997） いわき市内の中小企業68社 原価計算：52.9％　資金管理：58.8％　利益計画：54.4％

予算管理：51.5％　設備投資計画：45.6％

関根ほか（2000） 石巻地域の中小企業183社

損益分岐点分析：76.39％　直接費差異：45.83％　予算管理：59.14％
製造間接費差異：30.56％　中長期計画：34.72％　ローリング：9.72％
予想損益計算書：51.39％　予想貸借対照表：29.17％　
予想CF計算書：19.44％　ABC：4.17％　原価管理：57.35％　

豊島・大塚（2003） 石巻地域の中小企業78社 労務費管理：33.33％　原価計算：26.9％ 　

飛田（2011） 熊本県内の中小企業95社 何かしらの会計情報の利用がある：80.23％
実際原価計算：58.14％　標準原価計算：32.56％　予算管理：37.21％

飛田（2012a） 福岡市内の中小企業129社 何かしらの会計情報の利用がある：77.87％
実際原価計算：66.39％　標準原価計算：29.51％　予算管理：32.79％

上東（2013） 北陸三県の中小企業95社

管理会計情報をコンピューターで作成：67.5％
管理会計情報を手作業で作成：22.1％
利益管理：15.2％　経費管理：13.3％　予算管理：11.9％
資金管理：11.4％　原価管理：10.8％　個別原価計算：9.1％
資産管理：8.3％　経営分析：8.0％　総合原価計算：4.4％
CVP分析：2.2％　直接原価計算：1.7％

山口（2019a）
山口（2019b）

燕三条地域（40社）、大田区
（64社）、東大阪地域（59社）
の中小企業

何かしらの管理会計手法を導入済：65％
予算管理：53.9％　損益測定：82.8％　原価計算：74.8％　原価管理：54.6％
資金管理：79.8％　設備投資の経済性計算：7.9％　BSC：6.7％

川島（2019） 苫小牧地域の中小企業47社
何かしらの管理会計手法を導入済：96％
予算管理：93％　損益測定：100％　原価計算：87％　原価管理：69％　
資金管理：91％　設備投資の経済性計算：15.5％　BSC：4.4％

宗田・櫛部・岡村
（2019）

鹿児島県中小企業家同友会
会員の中小企業53社

予算管理：60.3％　損益測定：84.9％　原価計算：45.3％　原価管理：39.6％
資金管理：79.2％　設備投資の経済性計算：0％　BSC：7.5％

宗田・櫛部・岡村
（2020） 鹿児島県内の中小企業146社 予算管理：50.4％　損益測定：96.6％　原価計算：55.2％　原価管理：45.5％

資金管理：88.3％　設備投資の経済性計算：6.2％　BSC：2.7％

牧野（2022） 釧路・根室地域の中小製造
業175社

売上予測：35.2％　営業予算：26.5％　経営理念：22.2％
目標に対する定期的な財務分析：22.2％　CF予測：21.0％　 
製品収益性分析：16.7％　顧客収益性分析：13.6％　
報酬と業績のリンク：11.7％　設備投資予算：11.7％
設備投資実行手続き：8.6％　非財務的な戦略マイルストーン：1.2％

上東（2015） 中小製造業118社
利益計画：87.3％　意思決定会計：72.0％　原価企画：54.2％
原価管理：88.1％　ABC／ABM：7.6％　実態管理：58.5％
予算管理：81.4％　MPC：5.1％　業績管理：83.1％　BSC：4.2％
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とした調査においても利益計画87.3％、原価管理
88.1％、予算管理81.4％など、全般的に高い導入
率が確認された。一方で、活動基準原価計算

（Activity Based Costing, ABC）やバランスト・ス
コアカード（Balanced Score Card, BSC）、設備投資
の経済性計算など、戦略的意思決定目的の洗練さ
れた管理会計手法は導入率が一貫して低く、多く
の調査で10％未満にとどまっている。関根ほか

（2000）の石巻地域を対象とした調査ではABCが
4.17％、上東（2015）でもABC／ABM2は7.6％に過
ぎず、BSCは川島（2019）で4.4％、宗田・櫛部・
岡村（2020）では2.7％であった。これらの結果は、
中小企業においては洗練された管理会計手法が依
然として浸透していないことを示唆している。

また、業種別の特徴として、製造業では原価管
理関連手法の導入率が高い傾向が確認できる。例
えば、上東（2015）の中小製造業を対象とした調
査では意思決定会計72.0％、原価企画54.2％、原価
管理88.1％と、製造プロセスや製品別の採算性
分析に関連する手法の導入率が顕著に高い。これ
に対し、サービス業や商業系企業を含む調査では、
損益測定や資金管理の導入率は高い一方で、原価
管理や原価計算の導入率は相対的に低い傾向がみ
られる。

時系列的な変化に着目すると、1990年代（成田
ほか、1997; 関根ほか、2000）時点で既に予算管理
や原価計算は半数前後の企業で導入されており、
基礎的手法は一定程度普及していたことが確認で
きる。しかし、この時期において戦略的意思決定
目的の洗練された管理会計手法の導入は、ほとん
ど進んでいない。その後、2010年代に入っても
ABCやBSCの導入率は大きく伸びておらず、普
及速度は緩やかである。一方で、利益計画や意思
決定会計などの一部手法については2010年代後
半に導入率の上昇がみられ、特に成田ほか（1997）

2	 ABMは、活動基準原価管理（Activity Based Management）のこと。

は利益計画が54.4％、設備投資計画が45.6％であ
るのに対して、上東（2015）では利益計画が87.3％、

（設備投資計画を含む）意思決定会計が72.0％と
高い値を示した。これらは、上東（2015）が製造
業のみを対象とした研究ではあり業種の影響であ
る可能性も存在するが、企業内部の意思決定支援
や短中期的な経営計画に直結する領域においては、
中小企業でも管理会計活用の必要性が増している
可能性を示唆する。また、釧路・根室地域を対象
として調査を行った牧野（2022）では、売上予測

（35.2％）、営業予算（26.5％）、目標に対する定期
的な財務分析（22.2％）、キャッシュ・フロー（CF）
予測（21.0％）といった、将来予測や戦略的意思決
定を伴う項目の導入率は総じて低い。これは、短
期的な損益測定や資金繰り管理が優先される一方
で、長期的視点に立った予測や非財務指標を組み
込んだ戦略評価が十分に行われていない現状を反
映していると考えられる。

以上の傾向から、中小企業における管理会計の
導入は、①基礎的手法は広く浸透している一方で、
②戦略的意思決定目的の洗練された手法の普及は
依然として限定的であり、③業種特性に応じた導
入率の差が存在することが明らかになった。従来
の管理会計研究では、管理会計は大企業が利用す
ることを前提としており、中小企業における管理
会計の必要性については懐疑的であったが、大企
業と比較すると導入率は低い水準ではあるものの、
実際に多くの中小企業が基礎的な管理会計手法か
ら導入してきていることが明らかにされている。

（ 2 ） 中小企業の管理会計導入要因

それでは、管理会計を導入する中小企業と導入
していない中小企業の違いはどこにあるのだろう
か。この点を明らかにするために、中小企業が管
理会計を導入する要因を調査した研究を整理する。
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Lavia López and Hiebl（2015）は英語圏の中小企
業の管理会計に関する研究のシステマティック・
レビューを実施した。彼らは中小企業が管理会計
を導入する要因を、①企業規模、②環境要因、③主
要スタッフの特徴、④組織構造、⑤管理会計シ
ステムの組織化の 5 要因に整理している。また、
Lavia López and Hiebl（2015）のレビューのフレー
ムワークに基づき日本における中小企業が管理会
計を導入する要因を整理した研究に、牧野（2020）
がある。牧野（2020）も中小企業が管理会計を導
入する要因を同様の 5 要因に整理している。しか
しながら、管理会計システムの組織化については、
日本の中小企業を対象としたほかの先行研究で議
論されていないため、本項においてはこれを除い
た 4 要因ごとに、先行研究に基づき、中小企業に
おける管理会計の導入要因を整理する。

① 企業規模
Mitchell and Reid（2000）は、企業規模が大きく

なると組織のトップ層がすべてを管理することが
できなくなり、管理会計が必要になると主張して
いる。中小企業を対象とした管理会計研究におい
ては、企業規模そのものが管理会計の導入の重要
な要素であると考えられている（Davila and Foster, 
2005, 2007; King, Clarkson, and Wallace, 2010）。こ
れらの研究では企業規模が小さくなると、管理会
計システムの導入率が低くなることを示している。
さらに、企業規模は導入する管理会計手法にも影
響を与える。小規模企業は大企業と比較して、洗
練されていない単純な管理会計システムを使用す
る傾向があることが示されている（Askarany, 
Yazdifar, and Askary, 2010）。 

日本における中小企業を対象とした管理会計研
究においても、管理会計導入に最も影響を与える
要因は企業規模であることが示されている。例え
ば、飛田（2015b）ではサンプルを従業員数15名
以下、16名から40名、41名以上の三つのグルー

プに分類して分析を行った。その結果、①経営理
念の利用については、企業規模間でほとんど差が
ないこと、②経営管理システムの活用度合いは、
15名以下の企業では利用度合いが低く、16名以
上の企業群と差があること、③管理会計システム
の利用については、15名以下の企業と41名以上
の企業で有意な差があることを明らかにした。

多くの研究で企業規模が大きくなるにつれて、
管理会計を導入する可能性が高くなるという結果
を得た。しかしながら、海外の研究と比較すると、
企業規模が大きくなるにつれて、洗練された管理
会計システムを導入しているという結果は、日本
の中小企業では統計的に検証されていない。

② 環境要因
中小企業による管理会計の導入に影響を及ぼす

環境要因について、Amat, Carmona, and Roberts
（1994）やReid and Smith（2000）は市場における
企業間競争が激しいほど管理会計の利用が増加す
ることを明らかにしている。また、市場の不確実
性に起因するキャッシュ・フローの危機や資金調
達源の不足などの外部の不確実性が、中小企業に
おける管理会計システムの導入を増加させる要因
であることを示している。日本においても同様に、
外部環境の不確実性が中小企業における管理会計
システムの導入を促進させる要因であることが明
らかにされている（足立・岸保、2017; 田村、2007）。

Hopper, Koga, and Goto（1999）や、Joshi, 
Al-Mudhaki, and Bremser（2003）は、管理会計シ
ステムの利用に影響を与える外部の文化的要因の
重要性を主張している。例えば、日本企業のよう
に終身雇用を特徴とする企業文化では従業員が経
営資源の最適化と企業の業績向上に関与してお
り、洗練された管理会計システムを開発して実装
することができることが示されている（Hopper, 
Koga, and Goto, 1999）。

これらを整理すると、管理会計を導入する環境
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要因として、①市場における競争の激しさ、②市
場の不確実性、③外部の文化的要因の 3 点が挙げ
られる。他方で、日本の中小企業を対象とした管
理会計研究では外部環境の不確実性に焦点を当て
ており、競争の激しさや文化的要因に関する言及
はされていない。

③ 主要スタッフの特徴
中小企業は大企業と比較して、経営資源が不足

しがちである。中小企業はコスト制約から会計専
門家を雇用することが難しい場合が多く、カネの
制約がヒトの制約につながる。また、多くの中小
企業経営者は企業の所有者であり、経営者である
と同時に戦略の実行者でもあることから、経営者
の個人特性が企業経営に大きく影響する（角田、
2020）。そのため、中小企業の管理会計導入には経
営者を含む主要なスタッフの特徴が大きく影響を
与える。例えば、財務・会計担当の従業員への教
育が不十分である中小企業では管理会計システム
の導入が抑制されることが明らかにされている

（Marriott and Marriott, 2000）。さらに、中小企業
経営者が会計に関する教育を受けていない場合、
管理会計は銀行などの外部機関への情報提供ツー
ルとしてのみ利用され、経営意思決定に利用され
ていないことが示されている（Halabi, Barrett, 
and Dyt, 2010）。一方で、Ritchie and Richardson

（2000）は、管理会計の利用と事業に対して関心が
高い経営者が存在する中小企業では、管理会計シ
ステムの利用が増加することを明らかにした。

日本の中小企業を対象とした研究においても、
経営者や経理部門のスタッフが管理会計を学んで
おり、知識を有している場合に積極的に管理会計
を導入することが明らかにされている。例えば、
飯塚（1982）および朝原（2008、2010）は経営層
が管理会計を理解することの重要性について言及
している。つまり、経営者の学習経験で得た能力
が管理会計の導入に影響を与えることを明らかに

している。また、経営者になる以前の管理会計の
学習や実践に関する経験が、管理会計の導入に影
響を与えることが指摘されている（足立・岸保、
2017; 飛田、2017b; 飛田ほか、2017）。例えば、飛
田（2017b）は、小規模企業では経営者や会計専門
家の管理会計実践に関する経験や事業に対する視
点が管理会計システムの構築に反映されると説明
している。

最後に、経営者の関心の高さが管理会計の導入
に与える影響が検討されている（光、1959; 高田、
1960a、1960b）。例えば、高田（1960a、1960b）は、
中小企業における合理的な原価引き下げが十分行
われていない理由として、経営者の経営的能力の
欠如や無関心さによる場合が多いと述べている。

これらを整理すると、中小企業が管理会計を導
入する際の主要スタッフの特徴として、①従業員
およびマネジャーの教育機会、学習経験や知識が
あること、②マネジャーの管理会計に対する関心
が高いことの 2 点が海外の研究と同様に示されて
いる。

④ 組織構造
利用可能な経営資源の制限が管理会計システム

の導入を抑制することが、多くの論文で言及され
ている（Marriott and Marriott, 2000; Brierley, 2011）。
Davila（2005）や Davila and Foster（2005）はベン
チャーキャピタルファイナンスや創業者以外の会
計・経営の専門知識を保有している経営者の関与
によって、中小企業の資金や人材の制約が緩和
され、管理会計システムの導入が促進されること
を示唆している。また、Becker, Ulrich, and Staffel

（2011）、Cassia, Paleari, and Redondi（2005）は、中
小企業において分業が進み、組織構造が複雑にな
ることは、管理会計システムの導入と正の相関が
あることを明らかにしている。つまり、複雑な組
織構造により中小企業において情報の必要性が
高まり、洗練された管理会計の必要性が生じる。
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日本の中小企業を対象とした管理会計研究にお
いても同様の研究成果が得られている。例えば、
本橋（2017、2018）や足立（2017）は、中小企業
は大企業に比べて利用できる経営資源に制約があ
り、管理会計システムの導入・運用についても制
約があると述べている。そのため、予算達成に向
けて必要な行動をとり切れない場合がある（足立、
2017）。稲垣（2010）では、自社の経理および財務
部門における経営資源不足を税理士事務所などの
外部資源で補うことは管理会計導入の促進要因に
なると述べられている。つまり、経営資源不足は
管理会計導入の阻害要因となるが、外部資源を活
用すれば経営資源不足を克服することが可能とな
り、管理会計の導入へとつながることを示唆して
いる。角谷（1967）や豊島・大塚（2003）の研究
では、中小企業において原価計算を導入しない理
由として、人材不足や原価計算導入時の経費が阻
害要因となっていることを挙げている。

また、組織構造が複雑さを増すほど、管理会計
の導入が促進されることも明らかにされている。
新井・梶原・槙下（2012）は、スタートアップ企
業の予算導入には、対外業務の分業が促進要因と
して、財務業務の分業が阻害要因としてそれぞれ
影響していたことを明らかにしている。また、山
北（1999）は、企業規模の拡大だけでなく、それ
に伴う権限委譲により組織構造の複雑さが増すこ
とが予算制度の導入を促すことを明らかした。

さらに、管理会計システムの導入について、経
営者をサポートする会計専門家の役割の重要性も
指摘されている（飛田・宗田、2017; 福田、2019）。
例えば飛田・宗田（2017）では、目的適合的な管
理会計システムの設計とサポートできる会計専門
家の役割が中小企業の管理会計実務では重要であ
ると述べられている。

これらを整理すると、中小企業における組織構
造の観点での管理会計導入要因として、①経営資
源不足（阻害要因）、②組織構造の複雑さ、③経営

資源不足を解消するための外部専門家の関与の 3
点が挙げられる。海外の研究では経営資源不足へ
の対応として、ベンチャーキャピタルファイナン
スの利用が挙げられていたが（Davila, 2005; Davila 
and Foster, 2005, 2007）、日本では税理士などの外
部の会計専門家が中小企業の管理会計導入に大き
な役割を担っていることが明らかにされている。

（ 3 ） �管理会計の導入要因に関する 
� 代表的研究

本項では、中小企業における管理会計の導入要
因を検証した代表的な研究の知見を紹介する。中
小企業の管理会計導入要因に関する近年の研究は、
事例研究が中心である。例えば、岩田（2022）は、
岐阜県のプラスチック射出成形業を対象にアク
ションリサーチを行い、管理会計導入の促進要因を
明らかにしている。同研究では、①コスト削減要
請や受注減、財務危機といった経営環境からの圧
力、②原価計算の欠如や会計知識不足という内部
課題の顕在化、③会計専門家による適合的システ
ム提案と伴走という外部支援の存在が導入を後押
ししたことを明らかにしている。事例企業はス
ループット会計と簡易原価計算を組み合わせた

「Excel」ベースのシステムを導入し、製品・顧客
別損益の可視化によって改善行動を促し、赤字か
ら黒字への転換を実現している。

三浦（2022）は、新型コロナウイルス感染症拡
大により環境の不確実性が急激に高まった小規模
飲食店を事例に、管理会計導入の契機とプロセス
を分析している。同研究では、①感染拡大による
売上急減と入金遅延に伴うキャッシュ・フロー悪
化という経営危機、②外部環境変化に即応するた
めの資金管理の必要性認識、③経営者自身による
制度設計と運用への主体的取り組みが導入を促進
した要因として挙げられている。

これらの事例研究は経営環境の変化や危機によ
る必要性の高まり、および内部課題の明確化が、
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管理会計の導入を促す共通要因であることを示し
ている。その一方で、岩田（2022）の事例企業が
外部専門家の関与を通じて制度設計を行ったのに
対し、三浦（2022）の事例では経営者自身の主体
的行動によって制度設計が進められた点に相違が
みられる。中小企業における管理会計導入が、共
通の外的・内的要因を契機としつつも、その実現
プロセスが外部支援型と自律型という異なる経路
をとり得ることが示唆されている。

さらに、中小企業の管理会計の導入要因を統計
的に検証した代表的な研究もいくつか紹介する。
例えば、牧野による一連の研究（牧野、2021、2023a; 
福島ほか、2022）では、北海道釧路・根室地域の
中小企業を対象に質問票調査を行い、統計的検証
を実施している。これらの研究から、①企業規模
の大きさ、コスト・リーダーシップ戦略の採用、
外部専門家の活用による経営者の意思決定が業績
管理会計導入の促進要因であり、市場環境の予測
困難性が管理会計導入の阻害要因となること（牧
野、2021）、②中小企業経営者が外部の会計専門家
を活用することが、経営者自身の会計知識の向上
を通じて、間接的に管理会計の導入を促すこと（福
島ほか、2022）、③市場競争の激しさが意思決定支
援会計の導入を促進させること（牧野、2023a）、
などが明らかにされている。これらは、中小企業
の管理会計導入要因として、事例研究で挙げられ
ていた要因を統計的に裏づけるものである。また、
阻害要因として予測困難性が挙げられている点に
ついて、経営資源の制限や中小企業経営者が経験
や直感による判断を重視することが理由として挙
げられている。さらに黒木ほか（2020）は、臨床会
計学アプローチによる483社の中小企業データ
の分析から、経営者のアスピレーションの欠如（目
標を超えたことに満足し、財務業績に無関心とな
る状態）が管理会計実践度と負の関連をもつこと
を示し、経営者特性としてのモチベーション不足が
新たな阻害要因となることを明らかにした。

以上の知見は、中小企業の管理会計導入が、経
営環境要因（危機、競争、予測困難性）、内部環境
要因（会計制度未整備、知識不足）、および経営者
特性（戦略志向、知識向上意欲、外部支援活用、
モチベーション）の複合的影響を受けることを示
唆している。

3　中小企業における管理会計導入の効果

中小企業経営者が管理会計の学習を始めようと
する際に、その動機づけの最も大きな部分を占め
るのは、管理会計を導入することによって、自社
の経営を少しでも良くしたいという思いであると
想定される。それでは、実際に管理会計を導入す
ることで、どのような効果があるのだろうか。英
語圏の中小企業の管理会計に関する研究をレ
ビューしたLavia López and Hiebl（2015）は、中小企業
が管理会計を導入する効果について、①業務上の
効果、②人材に対する効果、③顧客と市場に対す
る効果、④財務業績に対する効果の四つに整理し
ている。また、Lavia López and Hiebl（2015）のレ
ビューのフレームワークに基づき、日本における
中小企業が管理会計を導入する要因を牧野（2020）
が同様の 4 要因に整理している。しかしながら、
顧客と市場に対する効果については日本の中小企
業を対象としたほかの先行研究で議論されていな
いため、本稿においてはこれを除いた 3 要因ごと
に、先行研究に基づき、中小企業が管理会計を導
入することによる効果を整理したうえで、効果を
検証した代表的な研究の知見を紹介する。

（ 1 ） 業務上の効果

管理会計を導入することによって、洗練された
情報を提供することが可能となり、中小企業にお
ける意思決定プロセスを円滑にすることができる。
例えば、管理会計は戦略分析の品質を向上させる
情報とツールを提供する。また、管理会計システ
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ムを利用することによって、経営資源が不足しが
ちな中小企業において、どの分野に経営資源を集
中させるのかというポートフォリオ構築の最適化
が可能となる（Chand and Dahiya, 2010）。

日本の研究においても中小企業が管理会計を導
入することによって期待される業務上の効果につ
いて言及されている。新井・梶原・槙下（2012）
は創業時点での予算管理の導入が、従業員増加率
を抑制することを発見し、予算管理による計画お
よび統制に伴う規律づけが、従業員数の過剰な増
加を抑制する機能をもつことを明らかにした。ま
た、中小企業がマテリアル・フローコスト・アカ
ウンティング（Material Flow Cost Accounting, 
MFCA）を導入することによって、自社の実態を
正確に把握できるため改善活動が促進されて、経
営資源の効率的な使用につながることやサプライ
チェーン・マネジメントに有用であることが示さ
れている（北田ほか、2012; 中嶌・飛田・木村、
2015; 梨岡、2009）。さらに、飯塚・佐藤・飛田（2024）
や飛田（2012c）では、中小企業が管理会計を導入
することで得られる効果として、①受注獲得に向
けた全社的な協力体制の強化、②作業負荷の可視
化により活動の社内の調整が円滑化され、意思決
定のスピードや精度が高まること、③資金管理の
円滑化の 3 点を挙げている。

これらの研究の成果を整理すると、中小企業が
管理会計を導入することによって得られる業務上
の効果は、①意思決定プロセスの促進（飯塚・佐
藤・飛田、2024; 飛田、2012c）、②経営資源の効率
的な利用（北田ほか、2012; 中嶌・飛田・木村、
2015; 梨岡、2009）の 2 点で、海外の中小企業を
対象とした研究と日本の中小企業を対象とした研
究で共通している。

（ 2 ） 人材に対する効果

Amat, Carmona, and Roberts（1994）は中小企業
における管理会計システムの利用は、企業におけ

るスキルの標準化をもたらし、より高度な専門的
技能の習得に寄与すると述べている。彼らの研究
は、内部統制の確立と管理会計システムの導入に
より、中央集権化および内部手続きの標準化がも
たらされることを明らかにした。

日本の中小企業を対象とした研究である飛田
（2012a）や澤邉・飛田（2009）では、中小企業に
おける管理会計利用が組織成員の動機づけに影響
を及ぼし、その結果として企業業績が高まるとの
結果が得られた。つまり、モチベーションや従業
員満足度といった組織成員の心理的要因に管理会
計の利用が影響を及ぼすことを明らかにした。飛
田（2012b）では、ある一定の規模に応じて管理会
計の利用が業績や従業員の心理的要因などに与え
る影響が異なる可能性が示唆されている。さらに、
飛田（2015a）は業績評価システムが、利益計算だ
けでなくキャッシュ・フロー管理である「受発注
管理」や社員のインセンティブを高めるシステム
として活用されていることを発見した。また、少
人数企業（29名未満）では、マネジメント・コン
トロール・システムと組織成員の動機づけに影響
はみられないが、従業員数が29名以上の企業で
は有意な差があることを明らかにした。

海外の研究では、人材に対する効果に注目した
研究は 1 編のみであったが、日本では多く存在し
ており、日本における中小企業を対象とした管理
会計研究は人材に対する効果への関心が高いとい
える。

（ 3 ） 財務業績に対する効果

中小企業経営者の最も大きな関心ごとである、
管理会計を導入することによる財務業績に対する
効果（経済的帰結）についての研究は、最も焦点
が当てられるべきであるにもかかわらず、多角的
な検討が不十分であることが指摘されている

（Lavia López and Hiebl, 2015）。その中でも、管理
会計を導入することによって提供される情報が、
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より良い意思決定につながるため、全社的な業績
を改善することが複数の研究で示されている。例
えば、Marriott and Marriott（2000）は管理会計を
導入している中小企業は、市場予測に費やす時間
と経営資源が少なくて済むので、管理会計を導入
していない中小企業と比較すると、経営資源の利
用効率性を高められることを明らかにした。

一方で、管理会計の不十分または不適切な利用
が、事業の失敗につながることを示唆する研究も
存在している。De Loo and Davis（2003）は管理会
計を適切に利用していない（正確な原価計算がで
きていない）中小企業は、価格計算、投資判断、
製造間接費の計算、さらには全体的な業績に悪影
響があることを明らかにした。また、価格計算に
焦点を当てたBrierley（2011）は管理会計情報の
誤った理解が、誤った価格計算につながり、結果と
して、中小企業の利益を減少させることを明らか
にした。さらに、Halabi, Barrett, and Dyt（2010）
は、管理会計システムの深い理解がなく、業績向
上のためではなく、単に管理会計システムを導入
しているだけの中小企業は、財務業績の改善がみ
られない可能性があることを明らかにした。

日本の中小企業を対象とした研究においても管
理会計を導入することで期待される財務業績に対
する効果について言及されている。例えば、新井・
梶原・槙下（2012）は創業時点での予算管理の導
入は、資金収支が正に転換する時期を早期化させ
る影響があるが、創業後の導入は有意に影響しな
いことを実証している。つまり、創業時での予算
管理システムの導入は、強力な経営管理ツールと
して機能すると推測できることを明らかにした。
また、小椋（2014）や澤邉・吉永・市原（2015）
は、管理会計の利用が業績の向上に寄与すること
を実証している。小椋（2014）は 5 名以下の小規
模企業を対象に、経営理念、経営計画の公開有無
と企業業績の関連を調査し、経営理念および経営
計画の公開が業績向上に寄与することを明らかに

した。澤邉・吉永・市原（2015）は中小企業の管
理会計能力が向上すると財務業績も向上すること
を明らかにした。一方で、情報感度の高い経営者
による管理会計の利用は、財務業績を低下させる
ことも明らかにしている。この研究は中小企業の
管理会計導入と企業の経済的帰結の関係について、
直接的に統計的な検証を行った先駆的研究である。

さらに、飛田（2017a）および宮崎ほか（2014）
の研究は、管理会計の利用によって収益性が向上
することを示唆している。これらの研究では、原
価計算を利用することで適切な利益管理につなが
ることが可能になると説明している。特に宮崎ほ
か（2014）では、中小食品製造業において製品別
原価計算を実施することは、製品別の原価に対す
る課題を明らかにし、経営課題の解決に有効な手
段の一つとなることを示した。

このように、中小企業が管理会計を導入するこ
とによる経済的帰結については、①全社的な業績
の改善、②最適な価格設定等による収益性の向上
が達成されることが示されている。従来の管理会
計研究では、大企業が管理会計を導入すべきであ
り、中小企業には管理会計が不要であるというよ
うな論調で語られていたが、実際には多くの中小
企業が管理会計を導入し、その効果を享受してい
ることが明らかになってきている。

（ 4 ） 管理会計導入の経済的帰結に 
� 関する代表的研究

近年の中小企業を対象とした管理会計研究では、
管理会計導入の経済的帰結に関する調査が増加し
ている。市原ほか（2021）は、中小企業の管理会
計導入が財務業績に及ぼす影響について、業績測
定のための管理会計システムの整備度と、それを
活用する管理会計能力とのバランスに着目して検
証した。327社のデータを分析した結果、管理会
計システムの整備度が高くても、十分に活用する
能力が不足している場合には、売上高経常利益率
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がむしろ低下する傾向が確認された。一方、活用
能力が整備度を上回る場合には統計的に有意な効
果は認められず、優れたシステムは十分な活用能
力を伴って初めて業績向上につながることが示さ
れた。すなわち、管理会計導入の効果はシステム
整備そのものではなく、経営者や従業員の管理会
計活用能力の醸成を通じて発現することが明らか
になった。

尻無濱・地多・岡田（2022）は、中小企業にお
ける業績管理会計の実践度と利益率との関係を検
証している。150社のデータ分析の結果、実践度
と利益率の水準およびそのばらつきとの間に統計
的な有意差は認められなかった。しかし、企業規
模が比較的大きい中小企業に限定すると、業績管
理会計の実践度が上位の企業群において、中位群
よりも利益率が高い傾向が確認された。この結果
は、業績管理会計が有効に機能する条件が企業の
規模や経営環境によって異なる可能性を示唆する
とともに、実践度が中途半端な水準にとどまる場
合には、その導入・運用コストが利益率に負の影
響を与える可能性を指摘している。

また、牧野による一連の研究（牧野、2021、2023a、
2023b）では、北海道釧路・根室地域の中小企業を
対象に質問票調査を行い、管理会計導入による効
果に関する統計的検証を実施している。これらの
研究から、①予算管理システムのような計画に
よって長期的な視点で組織をコントロールするより
も、限りある経営資源を有効活用するために、直
接的に顧客を管理する顧客管理システムを導入す
ることが業績に正の影響を与えること（牧野、
2021）、②意思決定支援会計においては、投資の採
算性の事後評価を重視することが中小企業の業績
に正の影響を与え、大企業の研究で推奨される割
引キャッシュ・フロー（Discounted Cash Flow, DCF）
法の導入は企業業績に負の影響を及ぼす可能性が
あること（牧野、2023a）、③意思決定支援会計の
実践が全社的なコンセンサス形成といった非財務

的成果につながり、間接的に財務業績に正の影響
を与えること（牧野、2023b）が明らかにされて
いる。

これらの研究は管理会計の導入効果が必ずしも
一律に得られるわけではなく、その有効性は企業
規模、経営環境、導入する管理会計システムの特
性、管理会計活用能力との適合性によって大きく
左右されることを示している。すなわち、優れた
管理会計システムを導入しても、自社に適合的な
システムでなければ、むしろ業績に負の影響を及
ぼす可能性すら存在することを示唆している。一
方で、一定の条件下では、管理会計の実践が財務
的成果のみならず、組織内の合意形成や意思決定
の質向上といった非財務的成果を通じて間接的に
業績改善に寄与することも示されている。した
がって、中小企業における管理会計システムの導
入は、単なる管理会計システム設計のみにとどま
るのではなく、自社の経営資源や戦略、外部環境
に即したシステム設計と、それを運用し成果へと
結びつける人的能力の強化が不可欠である。この
視点は、管理会計を単なる情報提供の仕組みとし
てではなく、企業競争力の源泉となる戦略的経営
資源として位置づけるうえで重要な示唆を与える。

4　結論

本稿は日本の中小企業における管理会計手法の
導入の状況、要因、効果を、先行研究に基づき整
理・分析した。

まず、導入状況については、予算管理、損益測
定、原価計算、資金管理といった基礎的手法は、
多くの地域・業種で50％以上の導入率を示し、経
営活動の基盤として既に一定の役割を果たしてい
る。一方で、ABCやBSC、設備投資の経済性計算
など、戦略的意思決定目的や将来予測に資する洗
練された手法は、ほとんどの調査で導入率が10％
未満と低く、普及が進んでいないことを示した。
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第二に、導入要因の分析から、企業規模、外部
環境の不確実性や競争圧力、経営者・主要スタッ
フの経験と能力、組織構造の複雑化、外部会計専
門家の関与といった要因が導入を左右することを
明らかにした。特に日本の中小企業においては、
税理士などの外部専門家が管理会計の導入システ
ムの設計と運用面で経営者をサポートし、管理会
計導入の促進に重要な役割を果たしている。一方
で、経営者のモチベーション不足や外部環境の予
測困難性は、管理会計の必要性認識を阻害し、導
入を抑制する危険がある。

第三に、管理会計導入の効果は多面的である。
業務面では意思決定の迅速化・精緻化や経営資源
の最適配分を実現し、人材面では組織成員のモチ
ベーション向上やスキル標準化を促進し、財務面
では収益性や資金効率の改善に寄与する。しかし、
形骸的な導入や、誤った理解に基づく運用は、逆
に意思決定の質を低下させ、業績悪化を招く可能
性も示唆されている。　

こうした状況の中で、中小企業にとって管理会
計を導入する意義は少なくとも 3 点挙げられるだ
ろう。第一に、経営状況を定量的かつ多面的に把
握し、経営判断の精度を高めることができる点で
ある。限られた経営資源をどこに配分すべきかを
明確化し、価格設定や製品・顧客別収益性分析な
ど、将来の成長に直結する意思決定のための基礎
となる情報が提供される。

第二に、管理会計は単なる数値管理にとどまら
ず、経営理念や戦略の実行度を可視化する役割を
果たす。予算管理や業績評価といった手法を通じ
て、経営者の構想を現場レベルまで浸透させ、組
織全体のベクトルを一致させることができる。こ
れは、動機づけやチームの一体感の醸成にも寄与
する。

第三に、不確実性が高まる経営環境において、
管理会計はリスク管理の「早期警戒システム」と
して機能する。売上やコストの変動を迅速に把握
し、資金繰りや収益性の悪化を事前に察知するこ
とで、致命的な経営危機を回避できる。特に市場
変化のスピードが速い現在、勘や経験に依存した
経営判断だけでは限界があり、データに基づく予
測と対応力が企業存続の鍵となる。

以上を踏まえ、今後の中小企業における管理会
計導入促進に向けた方策として、以下の 3 点が考
えられる。第一に、経営者の意識改革が不可欠で
ある。管理会計を単なるコスト削減のツールとし
て捉えるのではなく、企業戦略を実行し、将来の
成長を実現するための中核的な仕組みとして位置
づける必要がある。これにより、数字の管理から
戦略的意思決定への活用へと発想を転換できる。

第二に、段階的な導入でも構わないので、管理
会計導入に取り組んでみるということが望ましい。
予算管理や原価計算といった基礎的な手法から始
め、企業内に定着させたうえで、ABCやBSCな
ど、より高度な戦略的手法への移行を計画的に進
めるべきである。基礎的なものからやってみると
いうことが重要であろう。

第三に、外部専門家との協働を積極的に図る必
要がある。経営者自身で管理会計導入を推進して
何もかも自分でやろうとするのではなく、税理士
などの会計専門家を経営のパートナーとして活用
し、様々な助言をもらい、知識を吸収していく中
で、経営者自身が主体的に分析や意思決定に関与
することで、管理会計情報の活用度を高められる。

これらの取り組みを通じて、中小企業は管理会計
を自社の経営の中核に据え、変化の激しい経営環
境においても持続的な成長と競争優位の確立を図
ることが可能となるだろう。
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